
経理本部⻑の東です。

トヨタのクルマをご愛顧いただいている
世界中のお客様、そして私たちの取り組みを
⽀えてくださる株主の皆様、
販売店・仕⼊先、全てのステークホルダーの皆様に
深く感謝申し上げます。
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将来予測・インサイダー取引について
本資料には、当社（連結⼦会社を含む）の⾒通し等の将来に関する記述が含まれております。これらの将来に関する記述は、当社が現在⼊⼿している情報を基礎とした判断およ
び仮定に基づいており、判断や仮定に内在する不確定性および今後の事業運営や内外の状況変化等による変動可能性に照らし、将来における当社の実際の業績と⼤きく異なる
可能性があります。なお、上記の不確定性および変動可能性を有する要素は多数あり、以下のようなものが含まれます。

インサイダー取引に関するご注意：
企業から直接、未公開の重要事実の伝達を受けた投資家（第⼀次情報受領者）は、当該情報が「公表」される前に株式売買等を⾏うことが禁じられています（⾦融商品取引法166条）。
同法施⾏令により、⼆以上の報道機関に対して企業が当該情報を公開してから12時間が経過した時点、または、証券取引所に通知し
かつ内閣府令で定める電磁的⽅法（TDnetの適時開⽰情報閲覧サービス）により掲載された時点を以って「公表」されたものとみなされます。

以上の要素およびその他の変動要素全般に関する追加情報については、当社の有価証券報告書または⽶国証券取引委員会に提出された年次報告書（フォーム20-F）をご参照ください。

●⽇本、北⽶、欧州、アジアおよび当社が営業活動を⾏っているその他の国の⾃動⾞市場に影響を与える経済情勢、市場の需要ならびにそれらにおける競争環境
●為替相場（主として⽇本円、⽶ドル、ユーロ、豪ドル、加ドルおよび英国ポンドの相場）、株価および⾦利の変動
●⾦融市場における資⾦調達環境の変動および⾦融サービスにおける競争激化
●効果的な販売・流通を実施する当社の能⼒
●経営陣が設定したレベル、またはタイミングどおりに⽣産効率の実現と設備投資を実施する当社の能⼒
●当社が営業活動を⾏っている市場内における法律・規制の変更およびその他の政府⾏為で、当社の事業に影響を与えるもの（特にリコール等改善措置を含む安全性、環境保全、

⾃動⾞排出ガスおよび燃費効率に関する法律・規制および政府⾏為、ならびに関税およびその他の貿易政策）、ならびに現在・将来の訴訟やその他の法的⼿続き、当局⼿続きおよび調査
●当社が営業活動を⾏っている市場内における政治的および経済的な不安定さ
●タイムリーに顧客のニーズに対応した新商品を開発し、それらが市場で受け⼊れられるようにする当社の能⼒
●ブランド・イメージの毀損
●仕⼊先への部品供給の依存
●原材料価格の上昇
●デジタル情報技術および情報セキュリティへの依存
●当社が材料、部品、資材などを調達し、⾃社製品を製造、流通、販売する主な市場における、燃料供給の不⾜、電⼒・交通機能のマヒ、ストライキ、作業の中断、

または労働⼒確保が中断されたり、困難である状況など
●⽣産および販売⾯への影響を含む、⾃然災害および感染症の発⽣・蔓延、不安定な政治・経済、燃料供給の不⾜、社会基盤の障害、戦争、テロ、ストライキなどによる様々な影響
●気候変動および低炭素経済への移⾏の影響
●有能で多様な⼈材を確保・維持する能⼒
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2027年３⽉期 第２四半期決算サマリー
厳しい競争環境下でも地道に改善努⼒を積み上げ、前年同期⽐増益、⾒通しを上⽅修正

第２四半期
累計実績

通期
⾒通し

株主還元

営業利益2.2兆円（前年同期⽐＋0.2兆円）
・中東情勢など外部環境の変化に迅速に対応し業績影響を抑制
・堅調な需要に⽀えられ、HEVを中⼼に販売台数は底堅く推移

営業利益3.9兆円（前回⽐＋0.5兆円、前期⽐＋0.1兆円）
・資材価格⾼騰や震災・洪⽔の影響を、現場の挽回努⼒やグローバルの

最適供給により最⼩化、連結販売台数を維持
・関税負担の軽減に加え、バリューチェーン収益の拡⼤など改善努⼒を積み重ね、

通期⾒通しを上⽅修正、前期⽐増益を⾒込む

・⻑期保有の株主の皆様に報いる安定増配⽅針
中間：50円（前期⽐＋５円）/ 年間予想：100円（前期⽐＋５円）

・⾃⼰株式取得枠：3,000億円増額（今期上限1.3兆円）
⾃⼰株式消却 ：10億株追加（今期累計12億株）
⾃⼰株式の保有⽔準を引き下げ、資本効率を意識した資本政策を推進

決算のサマリーについて、ご説明します。

当第２四半期累計の営業利益は2.2兆円となりました。
中東情勢など外部環境の変化に迅速に対応し、
業績への影響を抑制することができました。
販売台数も、堅調な需要を背景に、
HEVを中⼼に底堅く推移しました。

通期の営業利益⾒通しは、
前回予想から5,000億円上⽅修正し、3.9兆円としました。
資材価格の⾼騰や震災・洪⽔による影響はあるものの、
現場の挽回努⼒やグローバルでの最適供給により、
連結販売台数を維持する⾒通しです。
あわせて、関税負担の軽減に加え、
バリューチェーン収益の拡⼤など
改善努⼒の積み重ねにより、前期⽐増益を⾒込んでいます。

株主還元は、安定増配⽅針のもと、
中間配当を50円、年間配当予想は100円としています。
また、⾃⼰株式の取得枠を3,000億円増額し、
⾃⼰株式の消却は10億株を追加的に実施します。
⾃⼰株式の保有⽔準を引き下げ、
資本効率を意識した資本政策を推進してまいります。
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2027年３⽉期 第２四半期 実績

続いて、第２四半期決算の実績について、ご説明します。
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連結販売台数（６ヶ月累計）

（単位：千台）

ご参考（⼩売）
2025.4-9 前年同期⽐2026.4-9

⽇本
北⽶
欧州
アジア
その他

・中南⽶
・オセアニア
・アフリカ
・中東など854 758 

853 857 
573 589 

1,533 1,530 

970 1,024 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

88.8％

100.5％
102.8％

99.8％

105.6％
99.5％4,783 4,758

トヨタ・レクサス販売台数 5,267 5,059 96.0%
  電動⾞ 2,461  [46.7%] 2,811  [55.6%] 114.2%
  内、HEV 2,262 2,450 108.3%
    PHEV 98 130 133.2%
    BEV 101 231 227.4%
    FCEV 0 0 90.8%
グループ総販売台数 5,643 5,381 95.4%

[⽐率]

* 2025.4-9実績には、⽇野ブランド⾞（連結販売台数 51千台、グループ総販売台数 53千台）を含む

*

当期の連結販売台数は、
⽇野⾃動⾞の⾮連結化により、
前年同期⽐２万５千台の減少となりました。
⼀⽅、⽇野の影響を除いた連結販売台数は、
⽇本・欧州を中⼼に、
前年同期⽐２万６千台の増加となりました。

トヨタ・レクサス販売台数は、
中国での需要の減退及び中東情勢の影響により、
96.0％となる、505万９千台となりました。

電動⾞⽐率は、北⽶・欧州のBEV・HEVを中⼼に増加し、
55.6％となりました。
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増減2026.4-92025.4-9（単位：億円）

+23,317269,624246,307営業収益
+1,85421,91120,056営業利益

8.1%8.1%営業利益率
＋2,9087,6324,724営業外損益

＋8573,5832,726持分法による投資損益
+4,76229,54424,781税引前利益
+4,63022,36417,734親会社の所有者に帰属する当期利益

8.3%7.2%当期利益率

13円円安159円146円⽶ドル
為替レート 16円円安184円168円ユーロ

＊

＊ うち、⽇本2,863（前年同期⽐+1,026）、中国286（同△194）、その他432（同+24）

連結決算要約（６ヶ月累計）

当期の連結決算は、

営業収益 26兆9,624億円

営業利益 2兆1,911億円

税引前利益 2兆9,544億円

当期利益 2兆2,364億円

となりました。
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20,056 21,911
+6,850 △3,400 +1,650 △200 △3,046

営業利益(+1,854)

為替・スワップ等の影響除き： △1,950

うち、
資材価格
（中東影響△1,250含む）
原価改善

△ 4,650

+ 1,250

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出⼊等の外貨取引分 +5,900 台数・構成 △1,150 労務費 △1,050 スワップ等の評価損益 △430
 - ⽶ドル +3,400 バリューチェーン +700 減価償却費 △750 未実現損益の調整 △2,363
 - ユーロ +850  - ⾦融事業 +200 研究開発費 △950 その他 △253
 - その他通貨 +1,650  - 補給・⽤品/中古⾞/コネクティッドほか +500 経費ほか +2,550
海外⼦会社の営業利益換算差ほか +950 その他 +2,100

うち、
中東影響 △850

連結営業利益増減要因（６ヶ月累計）

146円 / ⽶ドル
168円 / ユーロ

159円 / ⽶ドル
184円 / ユーロ

2025.4-9 2026.4-9

（単位：億円）

原価改善の
努⼒ その他＊4

為替変動の
影響＊1

営業⾯の
努⼒＊2

諸経費の増減・
低減努⼒＊3

営業利益の増減要因についてご説明します。

資材価格の⾼騰や中東情勢の影響などがある中でも、
仕⼊先と⼀体となった原価改善、
価格改定、バリューチェーン収益の拡⼤など改善努⼒を積み上げ、
業績への影響を抑制することが出来ました。

為替影響や関税影響の軽減など環境変化による
プラス影響も取り込み、前年同期⽐増益となりました。
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所在地別営業利益(６ヶ月累計)

11,184

△ 1,341

1,944
4,451

1,991

12,572

1,320 2,077
4,340

2,158

970 1,024 

1,533 1,530 

573 589 
853 857 854 758 

連結販売台数（千台）

［10.6%］

営業利益（億円）＜⾦利スワップ取引などの評価損益を除く＞ [ ] 営業利益率

⽇本 北⽶ 欧州 アジア その他地域

⾦利スワップ取引などの評価損益を含む営業利益（億円）

［8.6%］
［1.1％］

［△1.3%］

［6.2％］

+2,662

＋1,387

+132 △111 +167

［10.0％］ ［9.3％］

（105.6%）

（99.8%）

（102.8%）
（100.5%） （88.8%）

含む中国（持分法会社除く）

［5.5％］ ［8.1%］

2,0092,0194,3714,4422,1922,0071,661△67812,53311,171

2026.4-92025.4-92026.4-92025.4-92026.4-92025.4-92026.4-92025.4-92026.4-92025.4-9

［10.7%］

次に、所在地別の営業利益です。

⽇本は、為替や台数増などにより増益、

北⽶は、関税影響の軽減や価格改定などにより⿊字転換、

欧州は、価格改定やバリューチェーン収益の増加などにより
増益となりました。
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480 286 

1,222 

650 

2025 2026

中国事業/金融セグメント（６ヶ月累計）

中国事業（ご参考）
連結⼦会社 営業利益（億円）
持分法適⽤会社 持分法による投資損益（億円）
トヨタ・レクサス販売台数（千台）

⾦融セグメント
営業利益（億円）＜スワップなどの評価損益を除く＞

4,504 4,723
スワップなどの評価損益を含む営業利益（億円）

914 685 （74.9％）

3,773 
4,423 +649

融資残⾼の 
増加等 

2025.4-9 2026.4-9

△571
販売⾯での
影響等

2025.4-9 2026.4-9

△194
販売⾯での
影響等

中国事業の営業利益および持分法による投資損益は、
販売⾯での影響などにより、減益となりました。

⾦融セグメントは、
融資残⾼の増加などにより、増益となりました。
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2027年３⽉期 ⾒通し

続いて、2027年３⽉期の⾒通しについて、
ご説明いたします。
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連結販売台数見通し

1,637
1,759
1,183

2,934

2,082
（単位：千台）

⽇本
北⽶
欧州
アジア
その他

・中南⽶
・オセアニア
・アフリカ
・中東など

1,610 1,640 

1,780 1,740 
1,220 1,220 

3,020 3,000 

2,070 2,100 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000 9,700

前回 ⾒通し
2026.4-2027.3

今回 ⾒通し
2026.4-2027.3

9,700 100.0%
101.4%

97.8%

101.9%

99.3%

100.0%

前回⽐

9,595

前期実績
2025.4-2026.3

*2*1*1

10,500 10,300 98.1% 10,477
  電動⾞ 5,905 [56.2%] 5,741 [55.7%] 97.2% 5,040 [48.1%]
  内、HEV 5,088 5,008 98.4% 4,620
    PHEV 284 269 94.7% 175
    BEV 533 463 87.0% 243
    FCEV 1 1 98.5% 1
グループ総販売台数 11,180 10,990 98.3% 11,283

トヨタ・レクサス販売台数
[⽐率]

*1 2027.3期 ⾒通しには、⽇野ブランド⾞を含まない（ただし、連結販売台数には⼀部の⽇野ブランド⾞（当社連結⼦会社が製造する⾞両）を含む）
*2 2026.3期 実績には、⽇野ブランド⾞（連結販売台数 104千台、グループ総販売台数 109千台）を含む

*1 *2*1

ご参考（⼩売）

連結販売台数は前回⾒通しを据え置きました。

地域別では、⽇本の堅調な需要を反映した⼀⽅で、
アジアでは中国市場の減速、タイでの洪⽔の影響などを
織り込みました。

トヨタ・レクサス販売台数及び電動⾞⽐率は、
中国市場の減速などを反映し、下⽅修正しました。
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連結決算見通し要約

増減今回⾒通し
2026.4-2027.3

前回⾒通し
2026.4-2027.3

（単位：億円）

△5,000535,000540,000営業収益
+5,00039,00034,000営業利益

7.3%6.3%営業利益率
△1,10010,60011,700営業外損益

+2006,0005,800持分法による投資損益
+3,90049,60045,700税引前利益
+3,20035,70032,500親会社の所有者に帰属する当期利益

6.7%6.0%当期利益率
±0円100円100円1株当たり配当⾦

3円円⾼157円160円⽶ドル
為替レート 1円円安182円181円ユーロ

前期実績
2025.4-2026.3

506,849
37,662

7.4%
13,867
5,527

51,529
38,480

7.6%
95円

151円
175円

次に、連結決算の⾒通しです。

通期の為替レートの前提は、
ドル157円、ユーロ182円としています。

通期の業績⾒通しは

営業収益 53兆5,000億円

営業利益 3兆9,000億円

税引前利益 4兆9,600億円

当期利益 3兆5,700億円

を⾒込んでいます。
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（単位：億円）

37,662

中東影響

その他
△5,050

△3,262

△9,800

営業利益（+1,338）

資材価格 改善努⼒

+10,850

157円 / ⽶ドル
182円 / ユーロ

39,000

今回⾒通し
2026.4 - 2027.3

151円 / ⽶ドル
175円 / ユーロ

前期実績
2025.4 - 2026.3

連結営業利益見通し増減要因（前期差）

営業⾯の努⼒ +8,600
原価改善 +2,250

為替変動の影響

+7,350 ＋1,250
諸経費の

増減・低減努⼒

前期実績と⽐較した営業利益⾒通しの増減要因は、
スライドに記載のとおりです。

中東情勢の影響に加え、
１兆円規模の資材価格⾼騰が重なる中、
営業⾯の努⼒と原価改善を積み上げることで、
資材価格⾼騰の影響を打ち返し、稼ぐ⼒を維持していきます。
加えて、環境変化のプラス要因もあり、
通期⾒通しは前期⽐増益の3.9兆円を⾒込んでいます。

前期⽐増益の⾒通しではありますが、
⽶国関税や中東情勢といった事業環境の
⼤きな変化に伴う影響を跳ね返していくため、
事業構造改⾰を進め、
全社を挙げて、収益の改善に取り組んでまいります。

13
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株主還元

次に、株主還元についてご説明します。

14



当期の中間配当は、前期と⽐べて
５円増配となる１株当たり50円、

年間配当予想は、期初に公表しているとおり、
５円増配となる１株当たり100円としています。

⻑期に保有いただく株主の皆さまに報いるため、
「安定的・継続的に増配を実施」してまいります。

15

配当・配当予想

25 30 40 45 50

35
45

50 50 50［予想］

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

期末配当

中間配当

2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期

年間

60
75

90 95

2027.3期

 ⻑期に当社株式を保有いただく株主の皆様に報いるため
『安定的・継続的に増配を実施』

 中間：50円（前期⽐+５円）
 年間予想：100円（前期⽐＋５円）

＋5

(単位：円)

100［予想］

年間
中間 配当総額（億円）

配当総額（億円）

3,421

8,169

4,054

10,117

5,259

11,784

5,865

12,382 -

5,889

＋5
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株主からの売却要請に応えるため、
⾃⼰株式の取得枠を3,000億円増額し、
今期の上限を1.3兆円としました。
これにより、今期の総還元性向は69.4%になる⾒込みです。

また、⾃⼰株式の消却は、
10億株を追加し、今期の取得額を上回る⽔準である、
累計12億株の消却を実施します。

将来の戦略的な活⽤余地とのバランスを踏まえ、
⾃⼰株式の保有⽔準を引き下げ、
資本効率をより意識した資本政策を推進してまいります。

16

⾃⼰株式取得
 ⾃⼰株式取得：株主からの売却要請に応えるため取得枠を3,000億円増額 (今期上限 1.3兆円)
 ⾃⼰株式消却：10億株 (今期累計 12億株/約3.5兆円相当 2026年９⽉末時点 時価)
 ⾃⼰株式の保有⽔準を引き下げ、資本効率を意識した資本政策を推進

2,999 

10,999 *2

1,999 

36,568 *3

13,000 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

2023.3期 2024.3期 2025.3期 2026.3期 2027.3期

（単位：億円）

*1 各決算期での決議ベースで記載 *2 当社株式の売却要請を含む取得額 *3 豊⽥⾃動織機の⾮公開化の⼀環としての公開買付けによる取得額

34,000

36,000

+3,000

⾃⼰株式取得推移*1
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CFOの宮崎です。

26年３⽉期の本決算では、決算報告に続けて、
⽶国関税や中東情勢など、事業環境が⼤きく変化する中で、
その影響を跳ね返していくための
「事業構造改⾰」についてご説明申し上げました。

本⽇は、それらの取り組みの進捗についてお話しし、
トヨタの中⻑期⽅針への理解と期待に
繋げていただきたく思います。

事業構造改⾰の進捗について

17
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成⻑の全体像 ̶ モビリティカンパニーへのモデルチェンジ

18

商品⼒・ブランド⼒の向上
技術の弾込め

需要拡⼤を⽀える供給⼒
モノづくり⾰新

原価競争⼒の向上
事業の構造改⾰

陸海空（Lexus Journey／Joby）：お客様基盤・VCの広がり

宇宙（ルナクルーザー・衛星通信）

新領域（宇宙・陸海空）

ロボティクス新⾞事業 バリューチェーン事業

お客様基盤の拡⼤

お客様の価値向上

「商品軸・地域軸」経営の基盤

商品ラインアップ
５ブランド戦略

グローバル・フルラインアップ
マルチパスウェイ

VCサービス・SDV
機能アップグレード

ワンストップサービス
（メンテナンス・⾦融・保険）

ブレない軸 もっといいクルマづくり・町いちばん・Mobility for All・2050年CN・ヒト中⼼

2026/3期
販売台数1,050万台
営業利益3.8兆円

FA1.0
ルールベースロボットを

軸とした⾃動化

FA2.0
⽣産物流システムの

同期化・⾃動化

FA3.0
⼈とロボットの協働

ファクトリーオートメーション（FA）1.0〜3.0で実装加速
インナー需要起点に他産業/他領域へ展開

・「商品軸・地域軸経営」をブラさず、新⾞・バリューチェーン事業の成⻑を加速
・クルマづくりで培ってきた強みを⽣かしてロボティクスなど新たな事業領域へ進出

そのための根幹 ⼈財育成・現場中⼼

このスライドは、モビリティカンパニーへの
モデルチェンジの全体像を⽰したものです。
⼤きくは、新⾞・バリューチェーンの既存事業での
更なる成⻑を図るとともに、クルマづくりで培ってきた強みを⽣かし、
ロボティクスなど新たな事業領域に進出していきます。

こうした成⻑と事業の拡⼤を⽀えるのは、
「⼈財」と「現場の⼒」です。
この強化に向け、来年1⽉より、
２つの本部を新設することに致しました。

ひとつは「教育本部」で、初代本部⻑は会⻑の豊⽥が務めます。
幾多の困難の中で培った経験とトヨタの思想・技・所作を、
仕事を通じて伝承し、次世代を担う⼈財を育成していきます。

もう⼀つは、総務・⼈事本部と経理本部を統合して新設する
「看理本部」です。
ただし、カンリのカンは⼿と⽬で⾒る看（カン）です。
従来の「アドミ」の管理から⼤きく考え⽅を変え、
働く仲間のやりがいと、現場でのチャレンジを⽀える
プロのサポート集団を⽬指します。

18



ここからは、事業構造改⾰の進捗を、
いくつかの領域に分けてお話しさせていただきます。

まず、新⾞事業です。
幅広いお客様需要に対し、しっかりと作り、迅速にお届けすることで、
⽶国関税や中東影響を跳ね返していきます。
その軸は、本決算でもご説明した
「５ブランドによる商品価値の向上」と、「稼ぐ⼒の引き上げ」です。

商品⾯では、5ブランドそれぞれが、
皆様にWoｗ！と⾔っていただけるであろう商品を、
中嶋 CTO・ ハンフリーズCBOのリードの下、
これでもかというぐらい仕込んでいますので、
その登場を⼤いに期待していただきたく思います。

⼀⽅、稼ぐ⼒の鍵となる⽣産に関しては、
既存能⼒をフル活⽤するとともに、
必要な地域では新⼯場も⽴ち上げ、⽣産能⼒を引き上げていきます。
また、電動⾞に関しては、引き続きバックオーダーを多く抱える
HEVを中⼼に能⼒増強を進め、2030年に向けては、
HEVを中⼼とした１千万台の強固な事業基盤の上に、
バッテリーEVを実需ベースで上乗せしていく事業構造を
構築していきます。

新⾞事業 ̶ 稼ぐ⼒の引き上げ

19

2025

グローバル販売台数

1,050万台

2030

グローバルに幅広いお客様の需要に応えるため、しっかり作り、迅速にお届け

センチュリーを
筆頭とした

多様なクルマで
幅広いお客様

ニーズをカバー

電動⾞販売台数（万台）

⽣産能⼒のフル活⽤、
台当たり限界利益の

最⼤化へ

事業構造改⾰の進展 グローバル販売台数の伸⻑
１．５ブランドによる商品価値向上

２．稼ぐ⼒の引き上げ

HEV 462 PHEV 18 BEV 24 FCEV 0.125年
HEV 501 PHEV 27 BEV 46 FCEV 0.126年

19



3.10 3.82

12.7% 15.6%

7.8% 5.8%

25年平均 26年1-9⽉平均

42

11
6

20

主要地域での戦い⽅ ̶ ①北⽶
北⽶所在地利益は関税影響により⾚字転落も、商品、販売・⽣産オペレーションの強みを⽣かし、収益⽔準の回復を図る

※スワップ等評価損益を除く

関税影響

2,709

3,627

5,325

746

5,249

1,043

20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

2,532 △1,9251,088

収益⽔準の
回復へ

△2,986

１．⾼い定着率と稼働率向上

３．在庫⽇数・インセンティブの低下

３．ロボット導⼊拡⼤による⾃動化推進

資材⾼騰

インディアナ⼯場稼働停⽌

25

19

12

23/3 24/3 25/3

92.5 94.3 96.4 

23/3 24/3 25/3

離職率（％）
△50％

これまで⾼めてきた事業競争⼒ さらなる収益⼒強化 再び⼒強い成⻑軌道へ

北⽶所在地営業利益

(億円)

稼働率（％）

１．北⽶でのHEV増産
・ノースカロライナ電池⼯場の稼働向上

台当たり
インセンティブ
(指数）

在庫⽇数(⽇)

△70%

(全⽶平均：EIA)

２．旺盛なHEV需要
市場内

HEV⽐率

BEV⽐率

ガソリン価格
($/ガロン)

100 40△60%
(20/3期） (26/3期） （期）

（期） （期）

部品ピッキングFrガラス⾞両搭載

全体
HEV

19年末 26/9末

２．タコマ⽣産をテキサス第２ラインへ移管

5,063△7475,6574,013
⾦利スワップ取引などの評価損益を含む営業利益（億円）

主要地域での戦い⽅についてお話しします。

北⽶では、これまでの地道な取り組みの結果、
強固な事業基盤の構築が図れています。

従業員の⾼い定着率と稼働率の下、
HEVを中⼼とした旺盛な需要により、
業界最低のインセンティブ額と在庫⽇数の中、
販売店との強い信頼関係で、
昨年は過去最⾼の販売台数を達成しています。

26年3⽉期の所在地利益は関税影響により⾚字となりましたが、
こうした基礎⼒の⾼さから、
この第２四半期には⿊字に回復しています。
今後も、需要旺盛なハイブリッド電池の増産と、
⽣産⾞種の再編を通じた外部流出コストの⼤幅低減、
ロボット導⼊による⾃動化等を進め、
⼒強い成⻑軌道に戻していきます。
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21
2022 2025 2026 2030

中国販売台数・パワトレ⽐率
販売台数

NEV HEV ICE

NEV攻勢により
新たな顧客獲得

国籍・トヨタグループを問わず、部品・技術を採⽤

中国市場・トヨタシェア

2021 2022 2023 2024 2025 2026

7.8%

GAC FAW BYD

9.1%

除くNEV市場
トヨタシェア
NEV市場

現地ニーズに合ったクルマを投⼊し
シェア下げ⽌まる

１．合弁パートナーアセットをフル活⽤

４．リードタイム短縮

２．中国⼈RCE※による開発

３．競争⼒起点の仕⼊先採⽤

⽇本

LE上海

12カ⽉ 24カ⽉ 36カ⽉

△18カ⽉

※企画から開発まで全責任を
持つ現地チーフエンジニア

改良

⾼速で回す

発売 市場の声

多⼯程同時
(中国スピード)

（1-9⽉）

中国開発の新型NEVを続々と投⼊し、27年から反転攻勢

21

NEV拡⼤の中でも健闘 中国での学び・挑戦 成⻑軌道へ回帰

bZ4X bZ3X

bZ5

bZ7

主要地域での戦い⽅ ̶ ②中国

中国では、新エネ⾞市場が急拡⼤する中、
現地ニーズに合った商品を投⼊し、シェアは下げ⽌まり、
⾜元では底堅く推移しています。

この基盤を⽣かし、新エネ⾞でもお客様を広げていくため、
合弁パートナーの⼒をフルに活⽤し、
現地のチーフエンジニアを中⼼に、
市場の声を企画・開発・改良へ素早く反映していきます。

部品調達も競争⼒を起点に、国籍・グループ会社等を問わず、
最適な部品・技術を採⽤します。

さらに、こうした学びを⽣かし、
2027年９⽉に稼働予定のレクサス上海では、
開発⼯程を同時並⾏で進め、開発期間を18カ⽉短縮します。

来年から、「With China、For China」で開発した
競争⼒の⾼い新エネ⾞を続々と投⼊し、
新たなお客様を獲得しながら、再び成⻑を加速させていきます。
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・主要なA~Cセグメントを１プラットフォームでカバー
・BEVを含む全てのパワートレインに対応
・量を束ねて原価競争⼒を引き上げ

・中国の学びを⽇系サプライヤー含めアジアに横展開
・IMVで培った調達基盤を⽣かしグローバルサウスへ波及
・地域R&Dを活⽤し、お客様ニーズに合った商品を開発

新プラットフォームで電動化を加速、“Mobility for All” を強化

アジアセグメント構成

A-Cセグ
6割

BEV23％

マルチパスウェイプラットフォーム
“Innovative Multi-pathway Vehicles”

マルチパスウェイプラットフォームに刷新 中国の学びをアジア・グローバルサウスへ横展

A~Cセグメント共通 HEV

BEV

PHEV

ICE／
CN燃料

150万台

60万台

グローバルサウス トヨタ販売構成

22

主要地域での戦い⽅ ― ③アジア/グローバルサウス

A-Cセグ IMVシリーズ その他

アジアでは、次世代の電動化戦略の基盤となるマルチパスウェイ・プラッ
トフォームへの刷新を進め、Mobility for Allを強化します。

マルチパスウェイプラットフォームは、市場の中核である
A・B・Cセグメントの全てを１プラットフォームで
カバーするだけでなく、BEVに加え、
HEVやカーボンニュートラル燃料など、
多様なパワートレインにも対応できる、まさに
Innovative Multi-pathway Vehiclesのためのプラットフォームとなります。

アジアでは、BEVの⽐率が⾼まる⼀⽅、引き続き、
多様なパワートレインの需要も強くあります。
こうした需要に機動的に対応するとともに、市場の６割を占める⾞種を
群でカバーし、量を束ねることで、コスト競争⼒を⾼めていきます。
また、モデル展開に当たっては、中国での学びを取り込み原価競争⼒を
⼀気に引き上げます。

さらに、HiluxなどのIMVシリーズのように、世界最適の調達基盤を構築し
た経験を⽣かし、アジアからグローバルサウスに広げてまいります。
地域R&Dを使って、クルマのシルエットはそれぞれの地域ニーズにあった
良い商品を開発していく⼀⽅で、ベースとなるプラットフォームは、
グローバルサウス全体の150万台で束ねます。
各地域の需要に合った電動⾞を、競争⼒ある価格で提供し、
アジアを中⼼としたグローバルサウス市場を
しっかりと守り抜いていきます。
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バリューチェーン事業 ̶ 成⻑の⽅程式

世界に広がるトヨタ⾞の保有基盤を起点に、引き続き、年間1,500億円レベルで収益を積み上げる

*EW: Extended Warranty、PPM：Prepaid Maintenance、 SAWA：Service Activated Warranty、 PHYD：Pay How You Drive

1.0兆円

2.1兆円

+1,500億円/
年

+1,500億円/
年

2021/3期 2026/3期 2031/3期

バリューチェーン収益

掌握期間の
伸⻑

掌握率の
向上

保有台数の
拡⼤

成⻑の⽅程式

1.8億台1.5億台1.2億台

保有台数 掌握率 掌握期間

21/3期 26/3期 31/3期

1.8億台
1.5億台

1.2億台

1年 2年 3年4年 5年 ・・・ 1年 2年 3年4年 5年 ・・・

VC施策でお客様・クルマのライフタイムバリューを最⼤化

保有台数
廉価部品

続いて、バリューチェーン事業です。

⾜下は２兆円を超えるレベルまで事業拡⼤させることができました。
そのけん引役は、世界で1.5億台の保有です。
これは、⻑年かけて築いてきた、
トヨタならではの資産であり、
まだ⼤きな成⻑余地があります。

引き続き、新⾞販売を伸ばして保有台数増を図りながら、
補給部品・メンテナンス、リース・割賦など、
お客様のカーライフ全体で接点を広げ、
お客様との繋がりをより太く・⻑くしていきます。
そして、コネクティッドサービスなどを通じて、
2巡⽬、3巡⽬のビジネスにもつなげていきます。

保有台数、掌握率、掌握期間の3つを伸ばすことで、
引き続き年間1,500億円レベルの成⻑を積み上げ、
2030年には、さらに1兆円の上積みを⽬指していきます。
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新たな事業の柱

投資で「技術・⼈材・事業機会」を先取りしトヨタの競争⼒へ取り込む

宇宙

⾰新
エネルギー

黎明期 成⻑期 成熟期
<主な投資対象>

コミット額 5,100億円 協業先 100社強

※()内はコミット額

1分

Toyota Invention Partners

Woven CapitalToyota Ventures
（2,500億円）（1,200億円）

未来創⽣
（400億円）

AI
ロボティクス

電動化
⾃動化

量⼦技術
先端半導体

（1,000億円）

先端・先⾏技術 社内 先端・先⾏開発

続いて、モビリティカンパニーに向けた種まきについてお話します。

トヨタでは、社内の先端・先⾏開発だけでなく、
Woven Capital、Toyota Ventures、Toyota Invention Partners、
さらには外部ファンドなどを通じて、黎明期・成⻑期・成熟期という
幅広いステージのスタートアップ企業にアンテナを張り、
⾃動⾞という枠にとらわれず、AI、ロボティクス、宇宙、
⾰新エネルギーなど、世界中から将来有望な技術や
ビジネスシーズを探索しています。

現在、約5,100億円の資⾦枠で活動を進めており、
⾜下での協業先は100社を超える規模になっています。

そして、こうした活動を通じて⾒出してきた技術・ノウハウを、
トヨタが培ってきた技術や現場⼒と組み合わせ、
新たな事業へとつなげていきます。
その⼀つとして、具体的に動き始めているのが、
ロボティクス事業です。

24



ファクトリーオートメーション（FA）領域 ⽣活領域

⼈中⼼のモノづくりと
ロボットを融合した新たなサービス

家庭内作業⽣活パートナー デリバリー匠の技能 現場・TPS ロボット

⼈に寄り添い、ともに成⻑するロボットで「幸せの量産」に貢献

⼈が共感できて
安⼼・安全で信頼できるパートナー

⼈の可能性を広げるロボットの普及
「⾃分以外の誰かのための⾏動⼒・チャレンジ⼒」を⾼める

開発・実装
ビジョン

ロボティクス事業 ̶トヨタが⽬指す姿

25

ロボティクスでトヨタが最も⼤切にしているのは、
⼈の可能性を広げていくことです。

AIやロボットは、⼈を置き換えるのではなく、
⼈の能⼒を拡張するためにあります。
ロボティクス事業においても、
「⾃分以外の誰かのために⾏動、チャレンジする⼈を助ける」ことで、
豊かな暮らしに貢献したく考えています。

ファクトリーオートメーション、FAの領域では、匠の技能やTPSに、
ロボットやAIの技術を融合し、⼈とロボットが、教え合い、助け合う。
そんな新しいモノづくりの実現を⽬指しています。

そして、ウーブンシティにおけるロボットの実装も加速させ、
⼯場で鍛えた技術や知⾒を、⽣活領域にも広げていきます。

⼯場から暮らしまで、⼈に寄り添い、
ともに成⻑するロボットを通じて、
「幸せの量産」を⽬指していきます。

25



Arene

26

⼯場管制プラットフォーム ジャストインタイム⽣産システム × 交通管制システム 導⼊⼯場リードタイム△50%

⾃動運転ソフトウェアプラットフォームの知⾒をロボティクスへ拡張

ハードウェア クルマづくりのQDRで信頼性⾼いロボットを提供

トヨタ⽣産⽅式 ムダを無くした⼯程を賢く⾃動化 現場 世界60⼯場・匠技能1.8万⼈の良質データ

FA領域

強み

FA 1.0
ルールベースロボットを軸とした⾃動化

FA 2.0
⽣産物流システムの同期化・⾃動化

FA 3.0
⼈とロボットの協働

ロボット基盤モデル
⾼効率で匠から学び、⼈に教える

ロボティクス事業 ̶ 事業化に向けたトヨタの強み

TPSのデジタル化・⾃働化で、⽣産性 と やりがいを向上
現場の良質な匠のデータを活⽤し、ロボットを⼀気に進化

トヨタのFA事業は、単にロボットを⽣産するものではありません。
ロボットを活⽤した「作業現場の⽣産性向上」と
「働く⼈のやりがい向上」が⽬的です。

ロボティクス事業を勝ち筋に持っていく上で、
トヨタには多くの強みがあります。
まずは「トヨタ⽣産⽅式、TPS」です。
徹底的にムダをなくしたうえで⾃動化することが、
ロボティクス実装の1丁⽬1番地であり、それは、ロボットを通じた
トヨタ⽣産⽅式のデジタル化と⾃動化を意味します。

次が「多様な現場」です。
トヨタでは、世界60の⼯場で、1.8万⼈の匠技能者が⽇々改善に
取り組んでいます。他の追随を許さない、こうした現場の良質な
データを活⽤し、ロボットの進化を⼀気に進めます。

そして、QDRに優れる「ハードウェア」、
ロボットが効率よく匠の技を学ぶ「基盤モデル」。
これらが信頼性の⾼いロボットの開発・⽣産を⽀えます。

さらに、⾃動運転の開発で培ってきた
ソフトウェアプラットフォーム「Arene」の活⽤、
「⼯場管制プラットフォーム」の導⼊によって、
⼯場全体で効果的にロボティクスを実装することができます。
こうした強みこそが、他との差別化と併せた⼤きな競争⼒になります。 26



トヨタ・グループ・仕⼊先のインナーFA需要を起点に競争⼒を磨き上げ
製造業・他産業・⽣活領域へのソリューション提供により事業成⻑を加速

事業推進を担う全社直轄組織「トヨタロボティクス」⽴ち上げ（2027年１⽉）
⾃動⾞事業の基盤とトヨタグループの総合⼒でロボティクスを新たな事業の柱へ

売上イメージ

ロボット導⼊台数

累計 40万台

期間：2028年〜2040年
ロボット内訳：トヨタ・グループ15万台＋仕⼊先25万台（内製・購⼊品合計）

⽼朽更新投資

1兆円／年

インナーFA需要想定規模
（トヨタ・グループ・仕⼊先）

2030 2035

ロボティクス事業 ̶ 事業化の道筋

他産業・⽣活領域へ拡⼤

インナー活⽤

27

事業化に向けては、まずはインナー活⽤で、徹底的に鍛え上げ、
その上で、本格化させていきます。

今後、トヨタのサプライチェーン全体で、
⼤規模なFA投資が⾒込まれています。
累計40万台規模のロボット導⼊ニーズ、
年間1兆円規模の⽼朽更新ニーズを、
「コスト」から新たな事業を育てる
「オポチュニティ」に転換させます。

このインナー需要を起点に、技術や⼈財を育て、
製造他社・他産業のお客様への外販、
更には、⽣活領域での事業化につなげてまいります。

2030年以降、売り上げを着実に伸ばしていけるよう、
１⽉１⽇付けで、全社直轄組織として
「トヨタロボティクス」を新たに⽴ち上げ、
事業の新たな柱に育てていきます。

27



モビリティカンパニーへの変⾰
ROEは、モビリティカンパニーへの変⾰の進捗を測る指標として、意思を持って⾃⼰資本をコントロールしつつ、持続的成⻑を実現

ROE

利益
成⻑分野への投資による成⻑

（モビリティカンパニーへの変⾰）

⾃ら意思をもってバランスを取り、
適切な⽔準にコントロール

成⻑ 還元

有事対応資⾦（格付も考慮）

⾃⼰株式の取得
安定的・継続的な増配⾃⼰資本

設備投資
研究開発費

成⻑
投資

資本効率の向上

新⾞
VC

陸・海・空

新領域

資本戦略 ̶ ROE 

ロボティクス ……

28

ここからは、資本戦略について、お話しします。

我々は、ROEをモビリティカンパニーへの変⾰の進捗を測る指標とし
てとらえています。

まず、分⼦である利益について、
新たに取り組むロボティクス事業では、
引き続き成⻑させていく既存事業の技術・アセットを
最⼤限活⽤することで、従来よりも⼤きなリターンを
実現してまいります。

⼀⽅、分⺟である⾃⼰資本については、
安定的・継続的な増配を前提とした
更なる株主還元を実施するとともに
適宜、機動的な⾃⼰株式の取得を⾏ってまいります。

成⻑と還元を両⽴させ、
⾃⼰資本を適正⽔準にコントロールし、
モビリティカンパニーへの変⾰を推進してまいります。
その過程でのキャピタル・アロケーションの考え⽅と
レベル感についてもお話ししたく思います。

28



資本戦略 ̶ キャピタル・アロケーション

キャピタル・アロケーション
有事対応資⾦や財務健全性を確保した上で、投資を実施
株主還元は、安定的・継続的な増配を前提とし、余剰資⾦を機動的な⾃⼰株式の取得に活⽤

有事資⾦の確保 ＋ 格付も考慮した財務健全性1

持続的な成⻑のための設備投資と研究開発費2

余剰資⾦を活⽤した、機動的な⾃⼰株式の取得5

安定的・継続的な増配4

モビリティカンパニーへの変⾰に向けた成⻑投資3

キャピタル・アロケーション
2021.4.1‒2026.3.31

（５年間の累計）
2026.4.1‒2031.3.31（⾒通し）

（５年間の累計）

2026.3.31時点
ネット資⾦量*1

2031.3.31時点
有事対応資⾦
（格付も考慮）

設備投資*2／
研究開発費*3など

株主還元

成⻑投資

*1 ⾦融事業を除いた、現⾦および現⾦同等物、定期預⾦、公社債および信託ファンドへの投資から、
有利⼦負債（リース債務は含まない）を控除

*2 設備投資額はリース⽤⾞両および使⽤権資産を除く
*3 研究開発活動に係る⽀出額

資⾦使途の検討⽅針

29

15 
7 

16

22 

7

11~14 38兆円

2 4

資⾦使途については、
スライド左側記載の優先順位にて配分してまいります。

2026年3⽉期までの過去5年間においては、
総額38兆円を原資とし、
設備投資・研究開発費等に16兆円、
株主還元に7兆円配分いたしました。

今後5年間においては、有事の備えとして
ネット資⾦量7兆円を確保のうえ、
設備投資・研究開発費等に22兆円、
また、機動的な成⻑投資のための枠を確保のうえ、
株主還元については11~14兆円を配分していくことを
予定しております。

このようにして、成⻑へ向けた投資と株主還元を両⽴させ、
企業価値を持続的に⾼めていきます。

以上で説明を終わります。

皆様の益々のご⽀援をよろしくお願い申し上げます。
ご清聴ありがとうございました。

29



30

（ご参考）連結営業利益見通し増減要因（前期差）
（単位：億円）

営業利益（+1,338）151円 / ⽶ドル
175円 / ユーロ

157円 / ⽶ドル
182円 / ユーロ

前期実績
2025.4-2026.3

今回⾒通し
2026.4-2027.3

37,662
＋7,350 △11,000

+1,250+7,000 39,000△3,262

うち、
資材価格△13,250
（中東影響△3,450含む）
原価改善＋2,250

うち、
中東影響△1,600

為替・スワップ等の影響除き： △2,750

原価改善の
努⼒

その他＊4
為替変動の

影響＊1
営業⾯の
努⼒＊2

諸経費の増減・
低減努⼒＊3

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出⼊等の外貨取引分 +5,850 台数・構成 +200 労務費 △2,100 スワップ等の評価損益 △1,100
 - ⽶ドル +2,750 バリューチェーン +1,500 減価償却費 △1,800 未実現損益の調整 △1,650
 - ユーロ +850  - ⾦融事業 +650 研究開発費 △700 その他 △512
 - その他通貨 +2,250  - 補給・⽤品/中古⾞/コネクティッドほか +850 経費ほか +5,850
海外⼦会社の営業利益換算差ほか +1,500 その他 +5,300
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31

（ご参考）連結営業利益見通し増減要因（前回差）

営業利益（＋5,000）160円 / ⽶ドル
181円 / ユーロ

157円 / ⽶ドル
182円 / ユーロ

前回⾒通し
2026.4-2027.3

今回⾒通し
2026.4-2027.3

34,000 +200 +50
＋3,650

+1,400
39,000△ 300

うち、
資材価格±0
（中東影響±0）
原価改善＋50

うち、
中東影響 +50

為替・スワップ等の影響除き： ＋5,100

原価改善の
努⼒

その他＊4

為替変動の
影響＊1

営業⾯の
努⼒＊2

諸経費の増減・
低減努⼒＊3

（単位：億円）

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出⼊等の外貨取引分 ±0 台数・構成 +800 労務費 +250 スワップ等の評価損益 △150
 - ⽶ドル △1,150 バリューチェーン +250 減価償却費 ±0 未実現損益の調整 ±0
 - ユーロ +100  - ⾦融事業 ±0 研究開発費 ±0 その他 △150
 - その他通貨 +1,050  - 補給・⽤品/中古⾞/コネクティッドほか +250 経費ほか +3,400
海外⼦会社の営業利益換算差ほか +200 その他 +350
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32

（ご参考）連結販売台数（３ヶ月）

（単位：千台）

ご参考（⼩売）
2025.7-9 前年同期⽐2026.7-9

⽇本
北⽶
欧州
アジア
その他

・中南⽶
・オセアニア
・アフリカ
・中東など437 426 

432 418 
275 282 

739 737 

488 500 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

97.5％

96.7％
102.6％

99.8％

102.3％

99.7％2,372 2,364

トヨタ・レクサス販売台数 2,624 2,507 95.6%
  電動⾞ 1,207 1,401 116.1%
  内、HEV 1,102 1,212 110.0%
    PHEV 51 72 141.3%
    BEV 54 117 215.5%
    FCEV 0 0 89.8%
グループ総販売台数 2,814 2,667 94.8%

[⽐率] [46.0%] [55.9%]

*

* 2025.7-9実績には、⽇野ブランド⾞（連結販売台数 25千台、グループ総販売台数 27千台）を含む
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33

（ご参考）連結決算要約（３ヶ月）

＊

増減2026.7-92025.7-9

+10,596134,370123,774営業収益
+2,88111,2768,395営業利益

8.4%6.8%営業利益率
△5,235△1,3713,864営業外損益

＋1601,4761,315持分法による投資損益
△2,3549,90512,259税引前利益
△1,7267,5949,320親会社の所有者に帰属する当期利益

5.7%7.5%当期利益率

12円円安159円147円⽶ドル
11円円安183円172円ユーロ

＊

＊ うち、⽇本1,114（前年同期⽐+243）、中国125（同△120）、その他235（同+37）

為替レート

（単位：億円）
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34

（ご参考）連結営業利益増減要因（３ヶ月）

その他＊4

2025.7-9 2026.7-9

（単位：億円）

為替変動の
影響＊1

営業⾯の
努⼒＊2

147円 / ⽶ドル
172円 / ユーロ

159円 / ⽶ドル
183円 / ユーロ

原価改善の
努⼒

諸経費の増減・
低減努⼒＊3

8,395
11,276+3,400 △2,550

+950
+1,700 △619

営業利益(+2,881)

為替・スワップ等の影響除き： +100

うち、
資材価格
（中東影響△1,000含む）
原価改善

△ 3,250

+ 700

うち、
中東影響 △ 350

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出⼊等の外貨取引分 +2,550 台数・構成 △550 労務費 △500 スワップ等の評価損益 △546
 - ⽶ドル +1,400 バリューチェーン +400 減価償却費 △350 未実現損益の調整 +120
 - ユーロ +250  - ⾦融事業 +150 研究開発費 △600 その他 △193
 - その他通貨 +900  - 補給・⽤品/中古⾞/コネクティッドほか +250 経費ほか +3,150
海外⼦会社の営業利益換算差ほか +850 その他 +1,100

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出⼊等の外貨取引分 +2,550 台数・構成 △550 労務費 △500 スワップ等の評価損益 △546
 - ⽶ドル +1,400 バリューチェーン +400 減価償却費 △350 未実現損益の調整 +120
 - ユーロ +250  - ⾦融事業 +150 研究開発費 △600 その他 △193
 - その他通貨 +900  - 補給・⽤品/中古⾞/コネクティッドほか +250 経費ほか +3,150
海外⼦会社の営業利益換算差ほか +850 その他 +1,100

営業⾯の
努⼒＊2

原価改善の
努⼒

諸経費の増減・
低減努⼒＊3
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35

(ご参考)所在地別営業利益（３ヶ月）

4,750

970
2,244

1,007

7,185 

944 2,245 
1,148 

△704

488 500 
739 737 

275 282 
432 418 437 426 

連結販売台数（千台）

［9.0％］ ［12.1％］

営業利益（億円）＜⾦利スワップ取引などの評価損益を除く＞ ［ ］営業利益率

⽇本 北⽶ 欧州 アジア その他地域

⾦利スワップ取引などの評価損益を含む営業利益（億円）
1,0841,0782,2882,2851,1191,037△192△4677,1324,721

2026.7-92025.7-92026.7-92025.7-92026.7-92025.7-92026.7-92025.7-92026.7-92025.7-9

［8.4％］［5.0％］

［0.1％］［△1.4％］

［6.1％］

+772

+2,434

△26 +1 +141

［9.7％］ ［9.6％］
［8.3％］

（102.3%）
（99.8%）

（102.6%）
（96.7%） （97.5%）

含む中国（持分法会社除く）

67
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246 
125 

671 

235 

（ご参考）中国事業/金融セグメント（３ヶ月）

中国事業（ご参考）
連結⼦会社 営業利益（億円）
持分法適⽤会社 持分法による投資損益（億円）
トヨタ・レクサス販売台数（千台）

⾦融セグメント
営業利益（億円）＜スワップなどの評価損益を除く＞

2,282 1,967
2025.7-9 2026.7-9

2025.7-9 2026.7-9
スワップなどの評価損益を含む営業利益（億円）

464 361 （77.8％）

1,893 2,125 

+232

△436

△120

36
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（ご参考）業績推移

16,058 

20,108 
21,348 

23,906 23,000 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

11,850 12,484 
13,605 

14,189 
16,500 

減価償却費*7営業収益⽐率 (%)

研究開発費*6 設備投資

（千台）連結販売台数*1 （兆円）営業収益 （億円）営業利益

普通株式１株当たり配当⾦ (円)

当期利益率 (%)

親会社の所有者に （億円）
帰属する当期利益

（億円）総資⾦量*2 （億円）

⾃⼰株式
取得*4*5

配当
ネット
資⾦量

有利⼦
負債*3

総還元額 （億円） （億円）

⾒通し

営業利益率 (%)

8,822 9,443 9,362 9,595 9,700 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

*1 2026.3期 実績には⽇野ブランド⾞104千台を含み、 2027.3期 ⾒通しには⽇野ブランド⾞を含まない（ただし、⼀部の⽇野ブランド⾞（当社連結⼦会社が製造する⾞両）を含む）
*2 ⾦融事業を除いた、現⾦および現⾦同等物、定期預⾦、公社債および信託ファンドへの投資 *3 リース債務は含まない
*4 単元未満株式の買取請求に基づく取得および取得にかかる委託⼿数料を除く
*5 取得期間終了前は取得価額の上限、取得期間終了後は取得した実績を記載
*6 報告期間中に発⽣した研究開発活動に係る⽀出額 *7 減価償却費・設備投資額はリース⽤⾞両および使⽤権資産を除く

37.2 

45.0 
48.0 50.6 

53.5 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

7.3 

11.9 
10.0 

7.4 7.3 

27,250 

53,529 
47,955 

37,662 39,000 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

6.6 
11.0 9.9 7.6 6.7 

24,513 

49,449 47,650 
38,480 35,700 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

8,169 10,117 11,784 12,382 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

13,784

60 75 90 95 100
3.3 

2.7 2.8 3.0 3.0 

12,416 12,023 
13,264 

15,228 16,000 

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2027.3

144,650

90,277
126,516

2023.3 2024.3 2025.3 2026.3 2026.9

113,137

11,169

48,951

150,795

21,117

167,024
(予想)

152,883

174,180

129,932

151,715
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（ご参考）台数見通し

⽣産
△503,4003,450国内

⽣産 △150 6,4006,550海外

△200  9,80010,000合計

前回⾒通し
2026.4-2027.3

今回⾒通し
2026.4-2027.3 増減

+501,5501,500国内
販売 △2508,7509,000海外

△20010,30010,500合計
（⼩売）

ト
ヨ
タ
・レ
ク
サ
ス

（単位：千台）

グループ総販売（⼩売）* 11,011 11,200 ＋189

3,242
6,651
9,893

前期実績
2025.4-2026.3

1,475
9,003

10,477

11,283△19010,99011,180グループ総販売（⼩売）

*1 ⾮連結会社による台数を含む
*2 2027.3期 ⾒通しには、⽇野ブランド⾞を含まない
*3 2026.3期 実績には、⽇野ブランド⾞（109千台）を含む

*1

*1

*1 *3*2*2
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* ⼀部例外的に、上記フローに当てはまらないケース有り

連
結
販
売
台
数

⾮
連
結
デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
タ
ー・販
売
店

お
客
様

ト
ヨ
タ
・レ
ク
サ
ス
販
売
台
数

（ご参考）販売台数について*

グ
ル
ー
プ
総
販
売
台
数

ダイハツブランド⾞

トヨタ・レクサスブランド⾞

⾮連結会社（中国合弁事業体など）製造・出荷分

トヨタ単体及び連結⼦会社 製造・出荷分
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